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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第92期 

第２四半期連結 
累計期間 

第93期 
第２四半期連結 

累計期間 
第92期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 223,001 199,255 490,314 

経常損益 （百万円） 2,676 △8,946 11,366 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損益 
（百万円） 895 △13,528 6,609 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △5,189 △12,136 △10,271 

純資産額 （百万円） 113,601 93,082 107,384 

総資産額 （百万円） 412,494 371,949 411,776 

１株当たり四半期（当期）純損益

金額 
（円） 10.31 △155.79 76.10 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 27.3 24.9 25.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △3,453 21,036 △3,573 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △9,240 △8,210 △13,762 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,742 △15,875 11,138 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 44,513 42,997 46,322 

 

回次
第92期

第２四半期連結
会計期間

第93期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純損益金額 （円） △26.15 △85.72

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第92期第２四半期連結累計期間及び第92

期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第93期第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期

純損失金額が計上されているため記載しておりません。

４．平成28年10月１日付で株式併合を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定

し、１株当たり四半期（当期）純損益金額を算定しております。 
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２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、ＯＫＩグループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在においてＯＫＩグループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

 

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間の世界経済は、米国、欧州においては全般的に景気回復傾向にあるものの、英国のＥ

Ｕ離脱決定によって欧州経済には不透明感があり、新興国においても中国では景気は緩やかに減速しています。回

復基調が続いている国内経済においても、世界経済の影響による下振れが懸念されています。 

 このような事業環境の下、ＯＫＩグループの業況は、情報通信事業などの国内事業については概ね順調に推移し

たものの、海外事業においては市場環境の変化もあり、売上高は1,993億円（前年同期比237億円、10.6％減少）と

なりました。営業損失は、物量減の影響などにより６億円（同42億円悪化）となりました。

 経常損失は、営業外費用において為替差損81億円を計上したことなどにより、89億円（同116億円悪化）となり

ました。また、親会社株主に帰属する四半期純損失は、公正取引委員会により調査中であった、「消防救急無線

のデジタル化に係る商品又は役務」に関連した損失の発生に備え、特別損失を計上したため、135億円（同144億円

悪化）となりました。

 

事業別の状況は、次のとおりであります。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較について

は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

＜情報通信事業＞ 

 売上高は、669億円（前年同期比120億円、15.3％減少）となりました。キャリア向けの既存ネットワークシ

ステムの売上が前年同期の第１四半期で終息したことや、消防無線のデジタル化需要が一巡した影響に加え、

前年同期には官公庁向けの大型案件があったことなどにより、減収となりました。 

 営業損失は、物量減の影響により３億円（同11億円悪化）となりました。 

 

＜メカトロシステム事業＞ 

 売上高は、490億円（前年同期比60億円、10.9％減少）となりました。現金処理機をはじめとする国内事業は

引き続き堅調に推移し、ブラジル他の海外事業もほぼ計画どおりとなりました。一方中国向けＡＴＭでは、現

地パートナーへの売上が前年同期では２ヶ月分あったことや、ＯＫＩブランドの大口顧客への売上が前年には

第１四半期に偏重していたことへの反動、また市場も踊り場にあることの影響などから減収となりました。

 営業利益は、主に物量減により13億円（同22億円減少）となりました。

 

＜プリンター事業＞ 

 売上高は、543億円（前年同期比48億円、8.2％減少）となりました。2015年10月に設立した大判プリンター

事業会社の連結効果があったものの、カラー及びモノクロＬＥＤプリンターでは、既存商品の市場縮小や競争

激化、円高の影響を受けたこと、さらにドットインパクトプリンターでも市場縮小の影響を受けたことから、

減収となりました。 

 営業損失は、円高の影響や物量減により８億円（同３億円悪化）となりました。

 

＜ＥＭＳ事業＞ 

 売上高は、新規顧客の獲得などにより堅調に推移し209億円（前年同期比３億円、1.4％増加）となりまし

た。営業利益は、７億円（同１億円減少）となりました。

 

＜その他＞ 

 売上高は、前年まで好調だった部品関連の需要が一巡したことから、83億円（前年同期比12億円、12.1％減

少）となりました。営業利益は、物量減により15億円（同７億円減少）となりました。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、主に運転資金が改善したことにより、210

億円の収入（前年同期35億円の支出）となりました。

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支出により、82億円の支出（同92億円の

支出）となりました。

 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローとをあわせたフリー・キャ

ッシュ・フローは128億円の収入（同127億円の支出）となりました。

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や普通配当の実施等により、159億円の支出（同37億円の

収入）となりました。

 その結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は前連結会計年度末の463億円から430億円と

なりました。

 

（３）研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間におけるＯＫＩグループの研究開発活動の金額は、4,960百万円であります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,400,000,000

計 2,400,000,000

（注）平成28年６月24日開催の定時株主総会において、株式併合に関する議案が決議され、その効力発生日（平成28年10

月１日）をもって、発行可能株式総数は2,160,000,000株減少し、240,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 872,176,028 87,217,602 東京証券取引所市場第一部

単元株式数は第２四

半期会計期間末では

1,000株であります

が、提出日現在では

100株であります。 

計 872,176,028 87,217,602 － －

（注）１．「提出日現在発行数」には、平成28年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

２．平成28年６月24日開催の定時株主総会において、株式併合に関する議案が決議され、その効力発生日（平成28

年10月１日）をもって、発行済株式総数は872,176,028株から87,217,602株に、単元株式数は1,000株から100株

に変更されております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

決議年月日 平成28年７月29日

新株予約権の数 557個（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 557,000株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 １個の新株予約権につき 1,000円（注２） 

新株予約権の行使期間 平成28年８月17日～平成53年８月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格    87円

資本組入額   44円（注３）

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
（注５）

（注１）新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株

式数」という。）は1,000株とする。ただし、平成28年６月24日開催の第92回定時株主総会で決議された10株を１

株とする株式併合が平成28年10月１日より効力を発生するため、平成28年10月１日より付与株式数は100株とす

る。

- 5 -



なお、上記ただし書の他、割当日（平成28年８月16日）後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償

割当て又は株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数

は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×（株式分割、株式無償割当て又は株式併合の比率） 

調整後付与株式数は、株式分割又は株式無償割当ての場合は、当該株式分割又は株式無償割当ての基準日の翌日

以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備

金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割又は株式無償割当てが行われる場

合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割又は株式無償割当てのための基準日とする場合は、調整後付与

株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が完全子会社となる株式交

換若しくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与株式

数の調整を行うことができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知又は公告する。ただし、当

該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

（注２）当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数

を乗じた金額とする。 

（注３）（１）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い計算される資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

（２）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記（１）記載の資本

金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

（注４）（１）新株予約権者は、役員退任日の翌日から10日間に限って新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）の定めに拘わらず、新株予約権者が死亡した場合は、その法定相続人のうち１名（以下「承継

者」という。）に限り、新株予約権を相続し（ただし、承継者が死亡した場合、承継者の相続人は新株予約

権を相続できない。）、これを行使することができる。この場合、承継者は、新株予約権者の死亡日から６

か月を経過する日までに当社が定める必要書類を当社に提出した上で、上表の「新株予約権の行使期間」内

において、新株予約権者の死亡日から１年以内に限り、新株予約権者と当社との割当契約書に定める条件に

基づき行使するものとする。

（３）上記（１）の定めに拘わらず、新株予約権者が平成52年８月16日に至るまでに役員退任日を迎えなかった

場合は、新株予約権者は、平成52年８月17日から平成53年８月16日の間に新株予約権を行使することができ

る。

（４）上記（１）の定めに拘わらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契

約若しくは新設分割計画承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認

の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなさ

れた場合）は、当該承認日の翌日から15日間に限り、新株予約権者は新株予約権を行使することができる。

（５）新株予約権者は、割当てられた新株予約権の全部を一括して行使するものとする。

（６）新株予約権者が割当てられた新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができな

い。

（注５）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以

上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併

につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生

日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」とい

う。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲

げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件に

沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

（１）交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記（注１）に準じて決定する。
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（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記（３）に従っ

て決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上表の「新株予約権の行使期間」の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表の

「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項

 次の議案につき再編成対象会社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、再編成対象会社の

取締役会決議がなされた場合）、再編成対象会社は、取締役会が別途定める日に無償で新株予約権を取得するこ

とができる。

① 再編成対象会社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 再編成対象会社が分割会社となる分割契約若しくは新設分割計画承認の議案

③ 再編成対象会社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④ 再編成対象会社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について再編成対象会社の

承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について再編成対象会社の承認を要

すること又は当該種類の株式について再編成対象会社が株主総会の決議によってその全部を取得することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

（９）その他の新株予約権の行使の条件 

上記（注４）に準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 872,176 － 44,000 － 15,000

（注）平成28年10月１日付をもって10株を１株に株式併合し、発行済株式総数が784,958千株減少しております。

- 7 -



（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券

株式会社 

東京都千代田区大手町１－９－７ 

 
39,085 4.48 

MSIP CLIENT SECURITIES 

 

（常任代理人 モルガン・スタンレ

ーＭＵＦＧ証券株式会社） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 

E14 4QA, U.K. 

（東京都千代田区大手町１－９－７） 
38,479 4.41 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－11－３ 35,425 4.06 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－11 33,576 3.85 

沖電気グループ従業員持株会 東京都港区虎ノ門１－７－12 18,029 2.07 

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS 

ACCOUNT ESCROW 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行

決済営業部） 

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE 

STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED KINGDOM 

（東京都港区港南２－15－１） 
17,010 1.95 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 14,196 1.63 

ヒューリック株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町７－３ 14,076 1.61 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 14,000 1.61 

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM 

CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD 

（常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行） 

1 CHURCH PLACE, LONDON, E14 5HP UK 

 

（東京都千代田区丸の内２－７－１） 
13,616 1.56 

計 － 237,496 27.23 

 

（注）１．平成28年４月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同

保有者が、平成28年３月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めて

おりません。 

 なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 14,196 1.63

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 8,654 0.99

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 21,756 2.49

計 － 44,606 5.11 

 また、前記株主から平成28年10月21日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成28年10月14日現

在で以下のとおり所有株式数の変更があった旨の報告を受けております。なお、当社は平成28年10月１日付で10

株を１株にする株式併合を実施しており、「所有株式数」及び「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」に

ついては、併合後の株数にて報告を受けております。
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氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 1,419 1.63

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 406 0.47

アセットマネジメントＯｎｅ株

式会社
東京都千代田区丸の内１－８－２ 3,727 4.27

計 － 5,554 6.37 

 

２．平成28年８月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社及びそ

の共同保有者が、平成28年８月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社

として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には

含めておりません。 

 なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 33,363 3.83

三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント株式会社
東京都港区芝３－33－１ 1,545 0.18

日興アセットマネジメント株式

会社
東京都港区赤坂９－７－１ 8,820 1.01

計 － 43,728 5.01 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   7,273,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 862,170,000 862,170 同上 

単元未満株式 普通株式   2,733,028 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数      872,176,028 － － 

総株主の議決権 － 862,170 － 

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式225株及び相互保有株式（沖電線株式会社所有50株）が含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

当社
東京都港区虎ノ門１－

７－12
3,517,000 － 3,517,000 0.40

沖電線株式会社
神奈川県川崎市中原区

下小田中２－12－８
3,756,000 － 3,756,000 0.43

計 － 7,273,000 － 7,273,000 0.83

（注）沖電線株式会社が退職給付信託した3,000,000株については、「自己名義所有株式数」に含めて表示しておりま

す。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 47,829 44,344 

受取手形及び売掛金 135,910 97,510 

製品 36,599 30,969 

仕掛品 19,496 28,655 

原材料及び貯蔵品 23,373 23,669 

その他 22,734 19,721 

貸倒引当金 △8,314 △7,491 

流動資産合計 277,630 237,378 

固定資産    

有形固定資産 56,691 55,955 

無形固定資産 9,637 10,307 

投資その他の資産 ※１ 67,816 ※１ 68,307 

固定資産合計 134,145 134,570 

資産合計 411,776 371,949 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 65,477 53,524 

短期借入金 72,692 68,589 

引当金 3,260 6,147 

その他 57,731 54,509 

流動負債合計 199,162 182,771 

固定負債    

長期借入金 49,391 39,247 

役員退職慰労引当金 462 534 

退職給付に係る負債 24,841 25,360 

その他 30,532 30,952 

固定負債合計 105,228 96,095 

負債合計 304,391 278,866 

純資産の部    

株主資本    

資本金 44,000 44,000 

資本剰余金 21,673 21,668 

利益剰余金 44,255 27,951 

自己株式 △468 △470 

株主資本合計 109,460 93,149 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,642 4,422 

繰延ヘッジ損益 △562 △437 

為替換算調整勘定 △12,835 △9,728 

退職給付に係る調整累計額 6,028 5,164 

その他の包括利益累計額合計 △2,726 △579 

新株予約権 79 70 

非支配株主持分 572 442 

純資産合計 107,384 93,082 

負債純資産合計 411,776 371,949 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 223,001 199,255 

売上原価 164,766 150,515 

売上総利益 58,234 48,740 

販売費及び一般管理費 ※１ 54,640 ※１ 49,387 

営業利益又は営業損失（△） 3,594 △647 

営業外収益    

受取利息 175 224 

受取配当金 535 482 

雑収入 793 522 

営業外収益合計 1,504 1,228 

営業外費用    

支払利息 1,008 921 

為替差損 1,067 8,057 

雑支出 346 549 

営業外費用合計 2,422 9,528 

経常利益又は経常損失（△） 2,676 △8,946 

特別利益    

固定資産売却益 190 － 

特別利益合計 190 － 

特別損失    

固定資産処分損 138 92 

独占禁止法関連損失 － ※２ 2,477 

特別損失合計 138 2,570 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
2,728 △11,516 

法人税、住民税及び事業税 949 644 

法人税等調整額 1,714 1,485 

法人税等合計 2,663 2,130 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 64 △13,647 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △830 △118 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
895 △13,528 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 64 △13,647 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △1,197 △215 

繰延ヘッジ損益 22 124 

為替換算調整勘定 △3,440 2,470 

退職給付に係る調整額 △835 △880 

持分法適用会社に対する持分相当額 197 12 

その他の包括利益合計 △5,253 1,510 

四半期包括利益 △5,189 △12,136 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,196 △11,954 

非支配株主に係る四半期包括利益 △992 △181 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
2,728 △11,516 

減価償却費 6,899 6,767 

引当金の増減額（△は減少） 181 3,278 

受取利息及び受取配当金 △711 △706 

支払利息 1,008 921 

固定資産処分損益（△は益） △51 83 

売上債権の増減額（△は増加） 29,889 25,740 

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,622 △9,699 

仕入債務の増減額（△は減少） △15,789 1,053 

未払費用の増減額（△は減少） △1,904 △2,299 

その他 △4,925 8,177 

小計 2,702 21,800 

利息及び配当金の受取額 704 923 

利息の支払額 △1,002 △938 

法人税等の支払額 △5,857 △748 

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,453 21,036 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △6,539 △5,898 

無形固定資産の取得による支出 △739 △2,000 

事業譲受による支出 △1,973 － 

その他の支出 △658 △724 

その他の収入 670 413 

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,240 △8,210 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,352 △117 

長期借入れによる収入 6,886 － 

長期借入金の返済による支出 △8,905 △11,978 

セール・アンド・リースバックによる収入 331 255 

リース債務の返済による支出 △1,317 △1,407 

配当金の支払額 △2,585 △2,587 

その他 △17 △39 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,742 △15,875 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △134 △480 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,085 △3,530 

現金及び現金同等物の期首残高 53,598 46,322 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 205 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 44,513 ※ 42,997 
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

（会計方針の変更）

 一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

（連結子会社の仲裁申立）

 連結子会社である沖電気金融設備（深セン）有限公司は、深セン市怡化電脳実業有限公司に対して未回収と

なっている売掛金1,115,463千人民元（当第２四半期連結会計期間末為替レートでの円換算額16,899百万円）及

び損害賠償金の支払を求め、平成27年10月10日に仲裁手続きの申立を行いました。

 現在、華南国際経済貿易仲裁委員会で審理中であります。

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

投資その他の資産 818百万円 726百万円 

 

２ 保証債務

 当社及び一部の連結子会社の従業員の金融機関からの借入について、債務保証を行っております。 

 
 

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

従業員（住宅融資借入金） 309百万円 258百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成27年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成28年９月30日） 

給料賃金 17,650百万円 16,990百万円 

研究開発費 6,124 4,960 

 

※２ 独占禁止法関連損失

 当第２四半期連結累計期間において、当社は、「消防救急無線のデジタル化に係る商品又は役務」に関

して独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会より課徴金納付命令書（案）を受領しま

した。このため、課徴金及び関連する損失の発生に備え、2,477百万円を特別損失に計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 44,228百万円 44,344百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △15 △20

引出制限預金 － △1,326

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
300 －

現金及び現金同等物 44,513 42,997

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年６月24日 

定時株主総会
普通株式 2,606 利益剰余金 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年11月５日 

取締役会
普通株式 1,737 利益剰余金 2.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成28年６月24日 

定時株主総会
普通株式 2,606 利益剰余金 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成28年10月28日 

取締役会
普通株式 1,737 利益剰余金 2.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日

（注）１株当たり配当額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付の株式併合

前の金額を記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日  至 平成27年９月30日）

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
  情報通信 

メカトロ 
システム 

プリンター ＥＭＳ 計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
78,911 54,979 59,084 20,572 213,547 9,454 223,001 － 223,001 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

2,279 869 2,640 175 5,964 12,390 18,355 △18,355 － 

計 81,190 55,848 61,724 20,747 219,511 21,844 241,356 △18,355 223,001 

セグメント利益 

又は損失（△） 
847 3,462 △492 801 4,619 2,224 6,843 △3,248 3,594 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△3,248百万円には、セグメント間取引消去34百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△3,222百万円及び固定資産の調整額△59百万円が含まれて

おります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日  至 平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
  情報通信 

メカトロ 
システム 

プリンター ＥＭＳ 計 

売上高                  

外部顧客への

売上高 
66,863 48,963 54,255 20,864 190,946 8,309 199,255 － 199,255 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

2,089 779 2,665 139 5,674 9,605 15,279 △15,279 － 

計 68,952 49,743 56,920 21,003 196,620 17,914 214,535 △15,279 199,255 

セグメント利益 

又は損失（△） 
△291 1,323 △773 717 976 1,507 2,484 △3,131 △647 

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、用役提供、その他機器商品の製

造及び販売を行っております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△3,131百万円には、セグメント間取引消去117百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△3,288百万円及び固定資産の調整額39百万円が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 第１四半期連結会計期間より、平成28年４月１日付けで実施した組織改正に伴い、「情報通信システ

ム事業」に含めていたメカトロ技術をコアとした商品を提供する事業を「メカトロシステム事業」とし

て独立した報告セグメントとし、従来の「情報通信システム事業」のセグメント名称を「情報通信事

業」に変更いたしました。

 この結果、報告セグメントを従来の「情報通信システム事業」、「プリンター事業」及び「ＥＭＳ事

業」の３区分から、「情報通信事業」、「メカトロシステム事業」、「プリンター事業」及び「ＥＭＳ

事業」の４区分に変更しております。 

 なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基

づき作成したものを開示しております。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
10.31円 △155.79円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

895 △13,528

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期 

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期 

純損失金額（△）（百万円） 

895 △13,528

普通株式の期中平均株式数（千株） 86,845 86,838

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－

 

 

－

 

 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間は希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、当第２四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失金額が計上されている

ため記載しておりません。

   ２．当社は、平成28年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

を算定しております。

 

（重要な後発事象）

単元株式数の変更及び株式併合 

当社は、平成28年５月20日開催の取締役会において、同年６月24日開催の第92回定時株主総会に、株式併合

について付議することを決議いたしました。併せて、本株主総会において株式併合に関する議案が可決される

ことを条件として、単元株式数の変更を行うことを決議いたしました。株式併合に関する議案は、同株主総会

において決議されました。当該決議に基づき、平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式の単元株式数

を1,000株から100株に変更し、同年９月30日の最終の株主名簿に記録された株式について、10株を１株の割合

で株式併合を実施いたしました。 

これによる１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。 
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２【その他】

（１）平成28年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

①配当金の総額              1,737百万円 

②１株当たりの金額            ２円00銭 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成28年12月５日 

 

（注）１．平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

２．１株当たりの金額については、基準日が平成28年９月30日であるため、平成28年10月１日付の株式併合

前の金額を記載しております。 

 

（２）連結子会社に対する仲裁申立について

 連結子会社である沖電気金融設備（深セン）有限公司（以下「当社中国子会社」）は、深セン市怡化電脳実業

有限公司より、当社中国子会社が提供した商品に不具合があり、その測定及びバージョンアップなどに当社中国

子会社が対応しなかったことにより損失を被ったなどとして、221,143千人民元（当第２四半期連結会計期間末

為替レートでの円換算額約33億円）の支払を求める仲裁手続きの申立を受け、その送達を平成27年12月17日に受

けております。

 深セン市怡化電脳実業有限公司による申立は、不合理な内容であり、先に当社中国子会社が申立をした仲裁へ

の対抗として提起されたものと考えております。

 現在、華南国際経済貿易仲裁委員会で審理中であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月14日

沖電気工業株式会社 

  取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 木 村   修  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佐 藤   晶  印 

 
 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖電気工業株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖電気工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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